
　　国家戦略特区における新たな措置に係るご提案

提案者 　日の出通商株式会社　食品カンパニー　但馬醸造所

資料１ 　兵庫県養父市大屋町筏２８８番地－１

　代表　　片井　伸明　（かたい　のぶあき）

　【沿革】 平成２０年２月　養父市の企業誘致により、廃校校舎を借りて但馬醸造(株)を設立

平成２４年　　　一般財団法人都市みらい推進機構　の土地活用モデル大賞受賞

平成２５年８月　日の出通商株式会社　食品カンパニー　但馬醸造所　に社名変更

平成２６年現在　　従業員　２０　名　うち　１７　名は地元市民を雇用（７名が正社員）

提案背景 　酒類の販売には免許が必要ですが、インターネット販売を全国に向けて行う場合は通信販売の免許が

資料２ 　必要となります。

　この免許には、「前年度の品目ごとの課税移出数量がすべて３０００ＫＬ未満の業者が製造したもの」

　という条件が付いています。

事例 　弊社は、従来より地元産の米やゆずを使って、お酢やポン酢を製造・販売しておりますが、今年の８月に

　同じ米とゆずを使った、「清酒」と「ゆずリキュール」を兵庫県加古郡稲美町のキング醸造株式会社に

　製造委託をして商品化し発売致しました。（弊社は酒類の製造免許が無いので製造できません。）

　しかし、キング醸造株式会社は年間３０００ＫＬ以上を生産する品目を持つメーカーであることから、

　ここに製造を委託した「清酒」と「ゆずリキュール」は、インターネット販売が出来ない事となっています。

考察 　酒類の通信販売免許に、「需給調整要件」のとして、前述の３０００ＫＬ基準が存在しているのは、

　「大手メーカーの生産する酒類は十分広範に販路を確立しており、通信販売を解禁すると過当競争を

　　招き酒税の保全上適当ではない。」というような意図であると拝察致します。

　しかしながら、今回の事例の場合は、特区内の農産物を主たる原料とした酒類を「委託」をしたもので、

　その委託先がたまたま３０００ＫＬ基準に該当する業者であった為にインターネット販売が出来ない事

　となっており、この受給要件の趣旨を超えた範囲にまで、規制が及んでしまっているように感じます。

提案 　酒類の製造免許では、「特産品しょうちゅう製造免許」や「地場産米使用みりん製造免許」」など、

　それまでは、新規製造免許を認めていなかったものを、地場産米や特産品という一定の条件のもとに

　新規の免許を認め、地域振興の一助となるような規制緩和が行われています。

　これらの規制緩和された製造免許の条件内容を参考に

　「特区内で生産された農産物を主原料（水以外の原料の５０％以上を占める）とした酒類」

　に関しては、通信販売酒類小売業免許の需給要件の規制の対象から除外し、インターネット販売が

　可能となるよう、酒税法の見直しを行うことで、特区の農産物の二次加工品の販路を拡大し、特区の

　農業の振興につながるものと考えます。

その他 　３０００ＫＬ以上の品目を持つ、大手の酒類製造メーカーに生産委託をするという行為の背景には、

　現在の食品に求められる、「安全・安心」への厳しい要求への対応の必要性もございます。

　

　「安定生産」はもちろんですが、「品質管理」「品質保証」「ＩＳＯ」「ＨＡＣＣＰ」「トレーサビリティ」

　「マニュアルや記録の完備」「フードテロ対策」「お客様相談室」などについて、一定レベル以上の体制が

　整っていることが、不特定多数の広域のお客様を対象としたインターネット販売をおこなう商品

　の生産販売を行うには必要であると考えております。

以　上
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